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これまでの議論の内容

権限

○県と市の関係は、県の下に市があるという意識のまま来ているのではない
か。意識の二重行政が指定都市の発展を阻害しているのではないか。

○特別自治市は、県内の全体最適に向けた役割分担を分業のシステムで行
うことで市⺠も県⺠もメリットがあるという伝え⽅がよいのではないか。

○法律上残っている指定都市に対する道府県の関与が課題となっているもの
について整理が必要。
➡２０市に関与規定があることで支障があった事例を照会

○法律で道府県事務となっているものでも、住⺠⽬線では市が事務を担った
⽅がよいものもあるのではないか。

税財源

○指定都市の一人あたりの基金残高は一般市に比べても良くない。全体の税
の配分がうまくされていないのではないか。

○単県補助にも格差がある。根拠のない誤解に基づいた制度は正していく必
要があるのではないか。
➡２０市に指定都市に対する不利益な取扱いについて照会

○「指定都市が豊か」といった幻想が見られる中で、財政の実態・需要の実
情の理解が重要。

○交付税算定について、周辺に波及効果がある事務の経費でも、指定都市は
算入率が低く、財政力補正がある。提言の必要があるのではないか。
➡「特別交付税の算定に係る提言」を実施 (R5.4.21)

分野

大都市制度

これまでの議論のまとめ
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指定都市に対する不利益な取扱いについて①

※指定都市に対する扱い例「その他」は、指定都市のみ別途協議とするもの及び交付要件に差を設けているもの。

対象外 減額 その他

ひとり親家庭等医療費助成事業 〇 〇 〇

小児医療費公費負担制度 〇 〇

母子家庭奨学金 〇

少子化対策市町村交付金 〇

家庭保育室等運営事業費補助金 〇

保育サービス支援事業補助金 〇

民間社会福祉施設整備資金借入金助成事業 〇

民間社会福祉施設整備資金利子補給金 〇

民間児童福祉施設職員待遇改善事業補助金 〇

民間社会福祉施設整備資金借入金助成事業 〇

民間児童福祉施設整備資金利子補給金 〇

保育士配置改善事業 〇

保育士処遇改善事業 〇

認可外保育施設入所児童処遇向上事業 〇

産休等代替職員費補助事業 〇

第３子以降保育料無償化事業費補助金 〇

中学校配置相談員助成事業助成金 〇

特別支援学校費補助金 〇

文化財保存事業補助金 〇

「トライやる・ウィーク」推進事業交付金 〇

浄化槽設置整備事業補助金 〇

公衆浴場業経営安定化補助金 〇

公衆浴場設備改善補助金 〇

風しん予防接種助成事業補助金 〇

むし歯予防対策事業補助金 〇

公
衆
衛
生

回答のあった事業
指定都市に対する扱い例

子
育
て
支
援

教
育

対象外 減額 その他

重度障害者医療費助成事業 〇 〇 〇

在日外国人高齢者・障害者等福祉給付金支給事業 〇

共同生活援助助成事業 〇

グループホーム等家賃補助 〇

障害児（者）生活サポート事業 〇

居宅改善整備費補助事業 〇

生活ホーム事業 〇

地域活動支援センター事業 〇

軽・中等度難聴児補聴器購入費助成事業 〇

民間救護施設職員待遇改善事業補助金 〇

民間社会福祉施設職員設置事業補助金 〇

民間社会福祉施設整備資金借入金補助事業 〇

民間社会福祉施設整備資金借入金補助金・利子

補給金
〇

老人福祉施設入所者法外援護給付金助成事業 〇

社会福祉施設整備資金利子補給事業 〇

社会福祉施設整備助成事業 〇

強度行動障害者市単加算事業 〇

高齢重度障害者介護支援加算事業 〇

民間福祉作業所等運営費助成事業・精神障害者

共同作業所運営事業補助
〇

心身障害者福祉手当支給事業 〇

高齢者・障害者向け安心住まいる整備補助事業 〇

重症心身障害児・者短期入所事業費補助金 〇

老人クラブ育成援助 〇

高齢者等在宅生活支援事業 〇

障
害
者
・
高
齢
者
支
援

回答のあった事業
指定都市に対する扱い例

対象外 減額 その他

情報通信関連企業立地促進奨励金 〇

市街地再開発事業 〇

優良建築物等整備事業 〇

地域商業・商店街活動応援事業補助金 〇

農業経営基盤強化資金利子補給事業 〇

県単災害融資利子補給 〇

次世代産地整備支援事業 〇

農産産地支援事業 〇

小規模治山緊急整備事業 〇

農業経営多角化支援事業 〇

商店街等施設整備事業補助金 〇

商店街機能強化等促進事業 〇

自主防災組織資機材整備支援事業 〇

防犯環境整備推進補助金 〇

市町村防犯カメラ等設置事業補助金 〇

災害援護資金貸付償還金利子補給 〇

住宅・建築物の耐震化サポート事業 〇

沿道建築物耐震化事業 〇

がけ地近接等危険住宅移転事業 〇

市町村水道総合対策事業 〇

地域防災力向上総合支援補助金 〇

灯油購入費助成事業 〇

そ
の
他

産
業
・
観
光

回答のあった事業
指定都市に対する扱い例

※第３回総務・財政部会資料より

２

 指定都市20市に照会を⾏った結果、 15市から「道府県から交付される補助⾦等において指定都
市が他市町村に⽐べ不利益な取扱いをされている」という回答があった。

 特に、「ひとり親家庭等医療費助成事業」「⼩児医療費公費負担制度」「重度障害者医療費助
成制度」は複数の指定都市から回答があった。
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指定都市に対する不利益な取扱いについて②
 乳幼児等医療費助成の対象を⽐較すると、指定都市では『⼩学生卒業まで』以下が3割あるが、

中核市・一般市では1割、町村では0.5割、特別区は該当なしとなっている。
 道府県から交付される補助⾦等の不利益な取扱いが、指定都市が⼗分にサービスを提供できてい

ない一つの要因となっているのではないか。

出典：厚生労働省子ども家庭局母子保健課「令和２年度「乳幼児等に係る医療費の援助についての調査」（令和3年9月7日）より作成

『小学校卒業まで』以下

（単位：％）

乳幼児等医療費に対する助成制度（通院）

高等学校卒業まで

中学校卒業まで

小学校卒業まで

小学校3年⽣まで
就学前

その他

※令和4年7月19日 第２回総務・財政部会資料より ３
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４

指定都市に対する不利益な取扱いについて③
※令和4年11月9日 第３回総務・財政部会 辻教授作成資料より（赤下線は岡山市が追記）
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30.0 
11.3 9.4 

50.0 
74.2 

62.1 

20.0 14.5 
28.5 

指定都市 中核市 一般市
小学校卒業まで 中学校卒業まで 高等学校卒業まで

５

 道府県の裁量的な財源の再配分は、指定都
市にとっては大きな弊害

指定都市に対する不利益な取扱いについて（まとめ）

 道府県からの不利益な取扱いは、乳幼児等
医療費助成などにおける市民サービスの較
差を生む一つの要因になっているのではな
いか

 道府県から交付される補助金等において、
指定都市が他市町村に比べて減額や対
象外とされるなど、不利益な取扱いをされ
ている

乳幼児等医療費に対する助成制度（通院）

出典：厚生労働省子ども家庭局母子保健課「令和２年度「乳幼児等に係る
医療費の援助についての調査」（令和3年9月7日）より作成

（単位：％）

このような状況を是正していくとともに、特別市制度の実現などにより、権限と財源を一致させ
ていくことが必要
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